
第三国定住に関する有識者会議報告書（概要）

 日本はアジア初の第三国定住難民の受入れ国
 難民問題の恒久的解決のため、経済的支援を

超えた国際貢献・人道支援を実施
 難民が受入れ地域に定着することにより地域

活性化に資すること等が期待

本事業の意義 平成２７年度以降の方針（提言）

ミャンマー難民を第三国定住により受け入れる意義は低下しておらず、
今後もミャンマー情勢等を注視しつつ、第三国定住難民受入れの実施
を継続

我が国は受入れ経験の蓄積が浅いこと等から、今後も引き続き検証を
行い、随時見直しを図る

今後の方針

事業実施に関する検討・提言

○平成２２年度からパイロットケースとして
第三国定住難民の受入れを実施（５年間）

○タイ国内の難民キャンプに滞在する
ミャンマー難民を対象
（年１回約３０人、家族単位）

○国連難民高等弁務官事務所の推薦を受け、
我が国における自立可能性がある者

我が国における実施状況

平成２２年度 ５家族２７名
平成２３年度 ４家族１８名
平成２４年度 受入れなし（来日辞退）
平成２５年度 ４家族１８名

受入れ方針

受入れ状況

受入れ条件

受入れ対象

定住支援等

タイ

日本入国（イメージ図）

第三国第一次庇護国

○タイに加えてマレーシアのミャンマー難民を対象
○当面は、マレーシアから年１回約３０人、家族単位

タイから家族の呼び寄せを中心に受入れ

○従来どおり自立可能性がある者を対象とするが、保護ニーズの
高い者の受入れを将来にわたり検討

○家族単位の受入れを継続し、将来的には単身者の受入れを検討

○多様な就労先の確保など就労支援の取組を一層進める
○難民の円滑な定住促進のため、受入れ地域と速やかに連携が図れ
るよう、定住支援プログラムにおけるカリキュラムの更なる改善
など、定住支援につき一層の充実を図る

○地域定住支援員の更なる活用など、地域社会、ＮＧＯ／ＮＰＯ、
民族コミュニティ等との結びつきの強化に努める

○国内外で広報活動を強化し、更に第三国定住の理解の醸成を図る


